
て、契約理由の説明を事務局が行い、妥当性について審議した。 

 

３．平成 23 年度１者応札案件について 

  平成 23 年度に締結された一般競争入札による契約のうち、応札者

が１者しかなかった案件（20件）について、事務局より説明。入札

参加条件及び契約価格等について、前回、前々回の調達状況と比較

のうえ検討を行った。 

 

○ １者応札案件については、発注方法など、その運用方法を工夫す

るよう意見があった。 

 

４．平成 23 年度落札率 100%案件について 

  平成 23 年度に締結された一般競争入札による契約のうち、落札率

が 100％であった案件（15件）について、事務局より説明があり、

予定価格の妥当性等について審議した。 
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資料３４

コンプライアンスホットライン
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資料３５

寄付の受け入れについて
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 | 交通案内 | サイトマップ | in English |  検索  

国立成育医療研究センター > センターからのお知らせ > 寄付の受け入れについて

寄 付 の 受 け 入 れ に つ い て

ご寄付のお願い 

独立行政法人国立成育医療研究センターでは、より充実した成育医療に関する調査、

研究並びに医療の提供を行っていくために、研究開発、教育研修及び病院運営に対し

企業や個人の皆様方から広く寄付金等を募ります。 

当センターの運営のために、格別のご理解とご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し

上げます。

 

 

寄付金等の対象及び受入条件等 

寄付金等の対象は、現金、有価証券のほかに、土地、建物、研究機器、医療機

器等が対象となります。

1.

寄付金等の受入の主な条件は、次のとおりです。2.

ア 寄付金等が、高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法

律第17条各号に規定する業務の範囲内のものであること 

イ 寄付金等を寄付しようとする者がセンターに対してその反対給付を求めない

こと  

その他、寄付に関しましては、独立行政法人国立成育医療研究センター 寄

付受入規程(PDF) をご覧下さい。

3.

 

ご寄付の具体的な目的（使途）について

寄付金等の目的（使途）をご指定いただいた場合は、その目的（使途）に従って使用さ

せていただきます。 

また、目的（使途）が明確でない場合であっても、高度専門医療に関する研究等を行う

独立行政法人に関する法律第17条各号に規定する、次に掲げる業務の範囲内で使用

させていただきます。 

成育疾患に係る医療に関し、調査・研究及び技術開発を行うこと1.

研究開発に密接に関連する医療を提供すること2.

成育疾患に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと3.

研究開発、医療提供、研修に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと4.

その他センター業務に附帯する業務5.

 

税制上の優遇措置について 

 
独立行政法人国立成育医療研究センターは特定公益増進法人として定められていま

す。当センターに寄付金を頂いた個人・法人は税制上の優遇措置が受けられます。 

個人の場合 所得税法の規定により、「寄附金控除」の取扱いができます。1.

法人の場合 法人税法の規定により、一般の寄附金の損金算入限度額とは別

枠で損金算入限度額まで「損金」に算入することができます。

2.

優遇措置の詳細については国税庁にお問い合わせください。

 

寄付のお問い合わせ、お申込み方法 

 

独立行政法人国立成育医療研究センター財務経理部財務経理課までご連絡く

ださい。   電話（代表）03-3416-0181 財務経理課（内線5140又は内線5215）

1.

「寄付申出書（趣意書）」を送付させていただきます。 

なお、寄付申出書はこちらからでもダウンロードできます。（ 寄付申出書

（PDF）・ 寄付申出書（WORD）

2.

1/2 ページ寄付の受け入れについて | 国立成育医療研究センター

2012/06/27http://www.ncchd.go.jp/center/information/houjin_honbu/kifu-ukeire.html
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 「寄付申出書（趣意書）」をご記入いただき、ご送付ください。3.

受け入れが決定しましたら「寄付受入書」を送付いたします。4.

「寄付受入書」に基づき手続きを行っていただきます。5.

寄付金等を受領しましたら、寄付金の場合は「寄付金領収書」、物品等の場合は

「寄付受領書」を送付します。

6.

▲ ページ上部に戻る

▲ センターからのお知らせに戻る

 
 

 | 申請様式 | 調達情報 | 関連リンク | メールマガジン | 個人情報 | 著作権とリンク | 

〒157-8535 東京都世田谷区大蔵2-10-1 電話：03-3416-0181 FAX：03-3416-2222

2008-2012 © National Center for Child Health and Development All rights reserved.

2/2 ページ寄付の受け入れについて | 国立成育医療研究センター

2012/06/27http://www.ncchd.go.jp/center/information/houjin_honbu/kifu-ukeire.html
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資料３６

基本給表等別男女別職員数
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63 10 63 10

24 2 129 86 153 88

21 6 21 6

3 3

79 27 152 74 231 101

83 37 44 40 127 77

518 498 10 10 528 508

41 9 97 95 138 104

16 4 20 18 36 22

9 9 9 9

857 602 452 323 1,309 925

　　　院　長　等　基　本　年　俸　表

基　本　給  表　等　別  男　女　別　職  員  数

［国立成育医療研究センター］

　　　医　療　職　基　本　給　表　（一）

　　　医　療　職　基　本　給　表　（二）

　　　副所長・部長・室長基本年俸表

　　　任　期　付　職　員　基　本　年　俸　表

うち女性職員
（再掲）

　　　副院長・部長・医長基本年俸表

平成24年1月1日現在

常勤職員 非常勤職員 合　計
基本給及び年俸

うち女性職員
（再掲）

うち女性職員
（再掲）

　　　医　療　職　基　本　給　表　（三）

　　　事　務　職　基　本　給　表　

　　　技　能　職　基　本　給　表

　　　福　祉　職　基　本　給　表

　　　職　員　総　数
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資料３７

平成24年度の増員等について
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H ２３．１２．１２

平成２４年度の増員等について

１．目 的
成育医療研究センターにおける人員面での機能強化を図り、中期目標・中期計画に

掲げた事業を確実に実施するとともに、それら事業のより一層の充実を図る。

２．考え方
・中期計画等において、平成２３年度までは人件費の抑制が課せられており、更に今

般、独立行政法人の見直しが議論される等、平成２４年度についても引き続き厳し
い人件費管理が想定されることから、原則として増員は難しい。

・増員するとしても対外的に説明できる相当な根拠が必要。例えば、医療安全・医療
サービスの向上等、国民が納得できる理由が必要であり、処遇改善等の理由は厳し
い。

・増員しても経常収支の悪化を招かないよう、費用対効果に注意をする。
※増収が見込めない増員も考えられることから、センター全体として費用対効果を検証

・労働基準法等の法令遵守関係に必要な増員は優先的に行う。

国立成育医療研究センター中期計画（抜粋）

総人件費については、センターの果たすべき役割の重要性を踏まえつつ、簡素で効率的な政府を

実現するための行政改革の推進に関する法律に基づき平成２２年度において１％以上を基本とする

削減に取り組み、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」に基づき、人件費改革の取組

を平成２３年度まで継続するとともに、給与水準に関して国民の理解が十分得られるよう必要な説

明や評価を受けるものとする。

その際、併せて、医療法及び診療報酬上の人員基準に沿った対応を行うことはもとより、国の制

度の創設や改正に伴う人材確保も含め高度先駆的医療の推進のための対応や医療安全を確保するた

めの適切な取組を行う。

また、独立行政法人に関する制度の見直しの状況を踏まえ適切な取組を行う。

３．経 緯
８月 各部署からの要望書等提出（緊急性及び必要性を記載）
９月 要望書等の資料精査

１０月 要望があった部署を対象としたヒアリングを実施
１１月 要望について精査及び増員案の確定

※ヒアリング及び増員案検討メンバー

病院長、副院長、看護部長、統括部長、総務部長、財務経理部長、総務課長、人事課長、企画経

営課長、財務経理課長、医事室長

４．増員等の内容
別紙のとおり（小児がんセンター構想に伴う増員については、引き続き検討）
※増員の内示を行う時には、前年度と同様に以下のコメントを付すこととする。

「増員を認めるに当たって、積極的に収益増に取り組むとともに、併せて超過勤務の縮減に

も努力すること。（取り組みが進まない場合は、必要に応じてヒアリングを実施すること

もあり得ること。）」
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職種 人数 備　　　　　　考

器官病態系内科部 消化器・肝臓科を消化器科と肝臓内科に分科する

消化器科医 1
現在の消化器・肝臓科医長は消化器科医長
へ、医員は肝臓内科へ

生体防御系内科部 感染症科医 1 感染防御対策室を併任。

血液内科医 － 併任1名を認める。

感覚器・形態外科部 視能訓練士 1 眼科

母性医療診療部 腎・高血圧内科医 1

臓器移植センター 移植外科医 1

臨床検査部 臨床検査技師 1 血液ガス検査をSRLから院内実施に切り替え

発達評価センター 理学療法士 1

作業療法士 1

医療連携・患者支援センター MSW － 非常勤職員2名を認める。

教育研修部 医師 － 併任を認める。人数については要相談。

感染防御対策室 看護師 － 看護部枠で看護師1名を配置。

看護部 看護師 33

6階西　GCU12床増に伴う8名、
7階東　小児入管1取得に伴う8名、
7階西　小児入管1取得に伴う8名、
8階東　小児入管1の5床稼働増に伴う8名、
感染防御対策室　1名

保育士 1

合　　　計 42

〈職種別増員内訳〉 医師 4

臨床検査技師 1

理学療法士 1

作業療法士 1

視能訓練士 1

看護師 33

保育士 1

計 42

注）　小児がんセンター構想に伴う増員については、組織の在り方も含めて引き続き検討を行

部署名
増　員　等　内　容

平成２４年度増員内示書
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○常勤職員に係る主な増員理由等

器官病態系内科部

消化器科医師 １名（組織変更有り）

・消化器・肝臓科（医長１名、医師１名）

→ 消化器科（医長１名、医師１名）、肝臓内科（医長は欠、医師１名）に分ける

・消化器系疾患患者の増、内視鏡件数増加に対応するための強化

・肝臓移植の増加に対応するための強化

生体防御系内科部

感染症科医師 １名（感染防御対策室併任）

・感染管理及び医療安全のリスクマネージメントからの強化

感覚器・形態外科部

視能訓練士 １名

・眼科の外来検査の効率化を図り待ち時間短縮に繋げる

母性医療診療部

腎・高血圧内科医師 １名

・総合周産期センター取得によるハイリスク妊婦増への対応

臓器移植センター

移植外科医師 １名

・今後増えと見込まれる脳死移植に対応するとともに、生体肝移植（日本最多の症例

数）や小腸移植及び細胞移植を実施するための強化
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臨床検査部

臨床検査技師 １名

・血液ガス検査をＳＲＬから院内実施に切り替えるために必要な増

発達評価センター

理学療法士 １名

作業療法士 １名

・発達評価センター構想計画の既定強化（診療報酬のリハビリ上位基準取得）

感染防御対策室

看護師 １名

・感染管理及び医療安全のリスクマネージメントからの強化

看護部

看護師 ３２名

保育士 １名

・病棟再編計画の既定強化

６階西病棟 → ＧＣＵ１２床増 ８名

７階東病棟 → 小児入院医療管理料１取得 ８名

７階西病棟 → 小児入院医療管理料１取得 ８名

８階東病棟 → 小児入院医療管理料１の稼働病床の５床増 ８名
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○情報管理部の組織変更等

【現行】

情報管理部長 情報解析室長 診療情報管理士（欠）

情報解析専門職

システム管理室長 システム管理係長（欠）

【変更後】

情報管理部長 情報解析室長 診療情報管理士（非常勤）

システム管理室長 システム管理専門職

変更理由等

情報解析専門職が平成２３年度末を以て定年退職となるため、その業務を診療情報

管理士（非常勤）を採用し行わせることとする。

現在は欠員となっているシステム管理係長のポストを専門職とし、電子カルテ系診

療マスター及び医事システム点数系マスターの管理等、高度な専門性が必要となる業

務を行わせ、併せて職員教育も実施する等、システム管理室の強化を図る。
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資料３８

常勤職員公募一覧
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番号 ＨＰ掲載 勤務箇所 職種 採用予定日 応募者数 面接者数 面接日 採用日

1 H23.4 看護部
看護師
助産師

H24.4.1 150 127
H23.7.9　　　H23.8.2
H23.9.10　　H23.12.22
H24.1.26

H24.4.1付採用（106名）

2
H23.4.4
H23.7.14

外科 外科医長
H23.7.1
H23.12.1

H24.2.16付採用（1名）

3 H23.5.20 看護部 保育士 H23.7.1 16 5 H23.6.21 H23.8.1 付採用（1名）

4 H23.5.16 治験基盤整備事業 専門職 H23.6.1 1 1 H23.5.26 H23.6.1 付採用（1名）

5 H23.6.16 治験基盤整備事業 専門職 H23.7.1 1 1 H23.6.23 H23.7.1付採用（1名）

6 H23.5.13
分子内分泌研究
部

分子内分泌研究部
長

H23.8.1 H23.8.1付採用（1名）

7 H23.6.21
システム発生・再
生医学研究部

システム発生・再
生医学研究部長

H23.9.1 H23.10.1付採用（1名）

8
H23.6.9
H23.8.4

こころの診療部 育児心理科医長
H23.9.1
H23.11.1

H24.3.1付採用（1名）

9 H23.7.15 こころの診療部 心理療法士 H23.10.1 8 4 H23.8.24 H23.10.1付採用（1名）

10 H23.8.4 総合診療部 小児期診療科医長 H23.10.1 H23.11.1付採用（1名）

11 H23.7.29
免疫アレルギー研
究部

免疫アレルギー研究
室長

H23.11.1 H24.4.1付採用（1名）

12
H23.10.21
H23.12.26

システム発生・再
生医学研究部

ゲノム機能研究室
長

H24.2.1
H24.4.1

選考中

13 H23.10.21 分子内分泌研究部
臨床内分泌研究室
長

H24.2.1 H24.4.1付採用（1名）

14 － 治験基盤整備事業 専門職 H23.11.1 1 1 H23.10.18 H23.11.1付採用（1名）

15 H23.11.22 情報管理部
システム管理専門
職

H24.4.1 2 2 H23.12.9 H24.4.1付採用（1名）

16 H23.11.21
医療社会事業専
門員

医療連携・患者支
援センター

H24.4.1 9 2 H23.12.14 H24.4.1付採用（1名）

17 H23.11.25 治験基盤整備事業 専門職 H23.12.16 1 1 H23.12.12 H23.12.16付採用（1名）

18 H23.12.12 作業療法士 発達評価センター H24.4.1 7 4 H24.1.30 H24.4.1付採用（1名）

19 H23.12.12 理学療法士 発達評価センター H24.4.1 7 4 H24.1.20 H24.4.1付採用（1名）

20 H23.12.28 看護部 保育士 H24.4.1 40 8 H24.2.14 H24.4.1付採用（2名）

21 H23.12.28 眼科 視能訓練士 H24.4.1 8 8 H24.2.16 H24.4.1付採用（1名）

22 H24.1.5 周産期センター 胎児診療科医長 H24.4.1 H24.4.1付採用（1名）

23 H24.1.24 臨床検査部 臨床検査技師 H24.4.1 1 1 H24.2.28 H24.4.1付採用（1名）

24 H24.1.26
成育政策科学研
究部

成育政策科学研究
部長

H24.4.1 H24.4.1付採用（1名）

25 H24.2.9 共同研究管理室 共同研究管理室長 H24.4.1 選考中

26 H24.3.27
システム発生・再
生医学研究部

組織工学研究室長 H24.7.1 選考中

◆平成23年度　常勤職員公募リスト◆
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小 児 病 棟 再 編 の 基 本 方 針 

１．背景 

１） 国立小児病院時代の臓器系統別の病棟編成の問題点（患児の発達段階の応

じた療養環境が無い、病床利用が悪い、閉鎖的など）を是正すべく、当センター

の病棟は年齢別構成とした。しかし、年齢別病棟構成に伴う問題点をもはや看

過できなくなっている。 

a. 感染管理上の障害 （院内感染発生に対する“コスト”の大きさ） 

b. NICU、ICU と一般病棟との落差 

c. 医療/看護技術の分散、リスクの増大と人材育成の効率の悪さ 

d. 救急医療への影響 （救急入院患者を全病棟へ“平等に”入れる問題） 

２) 当センターに求められている役割（高度な医療を必要とする患者、他の医療機

関での診療が行き詰っている患者の“最後の砦”）は大きく、入院患者の病態が

重症化、複雑化、長期化し、患者家族の期待、要求も増大している。 

３） このような小児病棟の医療者が消耗（”burn out”）しかねない事態を改善するた

めに、３年前より検討を重ねてきた。 

 

２．基本的な方針 

１） 年齢、発達段階に応じた療育環境を提供する、という基本的な考え方に、安全/

感染管理、専門診療/看護の視点から機能別の構成を加味する。 

２） 病棟編成を変えるだけでなく、病棟運営の考え方も変える。 

３） 「よりよい医療を行うために、当院は変わることができる」との確信を現場のスタ

ッフで共有し、士気を高める。 

 

３．新たな病棟運営の方針 

１） 病棟構成の考え方を尊重しながらも、実際の病床運用は柔軟に行う。 

２） 各階東西の看護師長を管理担当と教育担当に役割を分担し、東西病棟の有機

的な運用を図る。 

３） ４階西は本来新生児病棟であるから、在院患者は原則として生後 3 か月以内と

し、3 か月を超えても退院に至らない場合は一般病棟（中間ケア病床等）へ移す

か他院へ転院とする。 

４） 入院患者の担当医（科）は、病態の本質に基づいて適宜速やかに変更する。 
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現状 ２３．４．１．

区分 病床数 準夜 深夜 配置人員 区分 病床数 準夜 深夜 配置人員

ＮＩＣＵ 15 5 5 37 ＮＩＣＵ 21 7 7 53

ＧＣＵ － － － － ＧＣＵ 18 3 3 24

一般 25 2 2 17 一般 － － － －

計 40 7 7 54 計 39 10 10 77
※施設基準取得のための増員　　２３名

現状 ２３．４．１

区分 病床数 準夜 深夜 配置人員 区分 病床数 準夜 深夜 配置人員

一般 30 2 2 一般 30 2 2

新生児室 16 1 1 新生児室 23 1 1

（ＬＤＲ） (6) 3 3 22 （ＬＤＲ） (6) 3 3 22

ＧＣＵ － － － ＧＣＵ － － － －

計 46 6 6 43 計 53 6 6 46

※夜勤回数８回の基準人員にするための増員　３名

２３年度中

区分 病床数 準夜 深夜 配置人員

一般 30 2 2

新生児室 23 2 2

（ＬＤＲ） (6) 3 3 22

ＧＣＵ － － － －

計 53 7 7 54

２３．２．２８．

①　新生児室の複数夜勤を達成するた
め、８名の増員を行う。

②　増員は、夜勤可能な非常勤職員を
随時公募し、８名のチームになった段階
で常勤化する。

Ⅰ　４階西（ＮＩＣＵ）病棟変更（案）

Ⅱ　６階西（周産期）病棟変更（案）

24

32

※新生児室夜勤２名体制にす
るための増員　８名

　当初計画においては、４階西にＧＣＵ６床、一般１２床、６階西にＧＣＵ６床を設置し、看護師は、４階西１５名、６階西に
１１名の計２６名を増員する予定であった。今回の変更は、２３年４月１日において看護師の配置人員を組み替えて４階
西にＧＣＵ１８床を整備し、収入増を図るとともに、６階西の新生児室の安全確保・業務改善のために看護師８名を４月
以降に増員するもの。

21

周産期病棟再編計画の変更について
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職員ヒアリングの対応方針 
 

○基本方針 
今回のヒアリングは、十分な議論を尽くすには時間が短かったものの、成育医療研究セ

ンター全ての部門の中間管理職の意見を聴取しており、今後の当センターの施策を作るう

えで極めて有益であった。 
以下のような対応方針の下に職員にフィードバックすべきと考える。 

 

○ヒアリングでの主な指摘事項 
・診療が忙しすぎる。医師、看護師でなくてもできる業務に忙殺されており、スタッフの

増強が必要。 
・事務部門との連携がうまく取れない。 
・看護師、医師の増員が必要。 
・若い看護師の離職率が高い。 
・電子カルテの使い勝手が悪い。かえって業務が煩雑になっている。 
・電子カルテと会計システムが連動していない。 
・入力手順の簡素化を計る財務会計システムの見直し。 
・ＩＴシステムの再評価と最適化が必要。 
・研究の上で必要な統計的データが十分取れていない。 
・電子カルテの情報活用ができていない。 
・センターの戦略が必要である。ブランディング戦略。 
・ホームページの充実。メルマガの活用。 
・研究を支援する体制がない。 
・研究活動のＰＲの充実。 
・都立小児病院をはじめとして他医療機関、地域との連携の充実、情報発信の充実が望ま

れる。 
・救急の後方支援の充実が必要。 
・長期入院患者の他施設へのトランスファーが必要 退院支援チームによる支援。 
・女性の夜間勤務支援のための保育体制の充実が必要。 
・マンモブラフィーを含めた外来検査のビジネスチャンスが十分ある。 
・材料の在庫管理が不十分で、死蔵在庫もある。 
・出産後の女性の勤務体制の柔軟化（週三日勤務等）が望まれる。 
・旧いカルテの廃棄を行いカルテ庫の開放を計る。 
・おもちゃライブラリーの活用。 
・NICU, ICU の不足。 
・ＩＣＵが満床のため、中間病床が必要。 
・人材を育成するための仕組みが足りない。 
・医療ツアーを含め外国人患者の拡大を図る必要がある。 
・薬剤師の臨床サポートの充実。 
・看護師による採血の導入。 
・病床編成の見直しが必要。 
・医師の Job Description の明確化。 
・医療機器、物品の購買プロセスの明確化と在庫管理の徹底。 
・先進医療における研究スペースの確保。 
・看護スタッフの専門知識の向上。 
・QC 活動、提案制度の導入と活発化。 
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・１０００人分の出勤簿管理のワークロード削減。 

・既に委員会、検討会等で決められたことを推進する体制が必要である。 
等 

 

○対処方針 
  職員から提案された事項の中から、センターとして取り組むべきと考えられるものを

選定し、下記の観点から２つに分類する。 
 

A：重要性が高く早急に着手する必要がある事項、又は迅速な対応が比較的可能な事項 
 

B：重要性はあるが人員の増強や予算等が関係し時間がかかる事項、又は緊急性がそれほ

ど高くない事項 
 

これらの事項を整理した後、担当者等を決定のうえ検討を開始し、その旨を職員に周

知する。 
 
 

A グループ                               責任部門 
 
１．事務部門の所管事項を整理して担当窓口を明確にし、職員が相談し     総務課 
やすい体制を整える 

  
２．ヒアリングの資料を公開し情報共有を図る              企画戦略室 

※職員に議論している内容を知ってもらう 
 
３．医療情報室、情報管理室を統合、さらに広報、PR 機能を統合し    企画戦略室 
情報戦略室（仮称）とする。【重点事項】                          

 －当センターのブランドを含めた情報戦略の策定 
 －IT システムの再評価と最適化 
 －ホームページ、メルマガによる積極的情報発信によりブランドイメージ 
  の向上、医療連携の向上を図る 
 －イントラネットの活用を通じセンター内のコミュニケーションを向上する 
 －電子カルテと会計システム、人事システムの連携を向上する 
 －長期的なデータ管理施策を策定する 
 －広報、PR 活動および医療サービスのマーケティング活動を活発化する 
 －執行役員会議への情報担当責任者の出席 
 
４．退院支援チームの本格活動展開                   医療連携室 
 
５．QC 活動、提案制度のプロセスを明確化し、センター内活動の活性化  企画経営課 
 を図る 
 
６．医事室患者対応部門の見直しと患者満足度向上活動の活性化    医事室、看護部 
 
７．国際化促進のため、特に看護師、スタッフの英語教育支援を行う    企画戦略室 
（例）TOEIC 受験料の援助 

  
 ８．医療クラーク採用のパイロットによる評価              企画戦略室 
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 ９．育児、介護支援のための短時間労働（週三日勤務等）の検討        人事課 

  ※周知の徹底も含め検討 
 
１０．医療復帰支援のためのプログラム策定                 人事課 
 
１１．深夜勤務サポートのための深夜保育の可能性検討            人事課 
 
１２．出勤簿による出退勤管理の見直し                   人事課 
   ※出勤簿の廃止も視野に検討 
 
１３．材料のたな卸しと在庫管理の見直し               総務課、中材 
   ※ＳＰＤの見直しを含む 
 
１４．医療機器、物品及び施設設備の購買・整備プロセス     財務経理課、総務課 
（意思決定及び価額の妥当性等）の明確化と維持費管理、 
更新計画の明確化 
※理事会承認を必要とする具体的な基準の作成                    

 
１５．業務改善による残業時間の見直し                   人事課 
 

 １６．正確な月次決算への体制整備             企画経営課、財務経理課 
 
 １７．未収金発生防止施策の推進                      医事室 
    ※発生させないための事前の仕組みの充実 
 
 

B グループ 
 
１．医師、看護師、クラークの増員については９月からの来年度計画作成時に要望集計 
   ※診療報酬の上位基準取得、医療安全対策、情報部門の強化等を踏まえた増員 
 
２．研究支援体制の強化 
 ※具体的な支援体制（研究費の執行管理業務を含む）の案作り 

 
３．医師、看護師の資格がなくてもできる業務を見直し、アウトソーシングの可能性も

検討 
（例）配膳、ベットメーキング、おむつ交換、検体搬送 等 

 
４．病棟クラーク、外来クラーク導入部署の拡大 

※クラークの導入により診療報酬点数の取りこぼしが減り、収入増が見込めるか、

時間外勤務手当の削減が図れるか 
 
５．雇用体制、給与システムの見直しは、年度末に経営状況が判断できるようになった

時点で検討する 
※時間外勤務が効率化された場合に対応を考える 

  
６．ジョブデスクリプションの明確化 
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７．海外研究員の受け入れ強化 
 
８．医療ツアー、外国人患者の受け入れ向上 
 
９．病床編成の見直し時に中間病床、救急後方病床の増床検討 
 
１０．研究スペース充実の検討 

 
１１．小児専門薬剤師や小児専門栄養士を育成し、それらの専門制度確立の検討 
 
１２．職員の学会出席旅費の支給（年１回を限度） 
 
１３．使用可能額（予算枠）の関連部署への通知 
 
 

Ａグル－プ、Ｂグル－プ列挙以外の事項への対応 
 
今回のヒアリングにおいては、上記Ａ、Ｂグル－プに主要列挙した事項以外にも、各部

門・部署固有の指摘事項・要望事項等が多数提起されており、これらの個々の課題につい

ても、次年度以降の年度計画策定等にあたり、当該部署と企画戦略室等が協議することに

より、適切な解決方法が個別に模索される必要がある。 
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ー
シ
ン
グ
検
討

・職
員
の
学
会
出
席
旅
費
の
支
給

人
材

育
成

均
て
ん
化

・
情

報
発

信

政
策

提
言

等

業
務

運
営

の
効

率
化

等

成
育
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
２
０
１
０
－
２
０
１
４
）

・
担
当
領
域
（
成
育
医
療
）
の
特
殊
性
を
踏
ま
え

た
戦
略
的
か
つ
重
点
的
な
研
究
開
発
の
推
進

・
高
度
先
駆
的
な
医
療
、
標
準
化
に
資
す
る
医

療
の
提
供

・
患
者
の
視
点
に
立
っ
た
良
質
か
つ
安
心
で
き

る
医
療
の
提
供

・
そ
の
他
医
療
政
策
の
一
環
と
し
て
、
セ
ン
タ
ー

で
実
施
す
べ
き
医
療
の
提
供

中
　
　
　
期

　
　
　
計

　
　
　
画

研
究

・
開

発

医
療

の
提

供
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    ○
 

国
立

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

の
総

人
件

費
は

平
成

2
2

年
度

6
3

.3
億

円
と

な
っ

て
お

り
、

平
成

2
1

年
度

比
で

1
1

.7
％

（
補

正
値

1
3

.2
％

）
増

と
な

っ
て

い
る

。
 

 

○
 

今
般

の
人

件
費

の
増

加
は

、
周

産
期

医
療

を
始

め
と

す
る

成
育

医
療

に
関

す
る

高
度

先
駆

的
医

療
の

開
発

・
普

及
・

提

供
の

人
材

確
保

（
※

）
な

ど
、

国
立

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

の
役

割
を

着
実

に
果

た
す

た
め

に
、

医
師

・
看

護
師

等
の

増

員
等

を
し

た
も

の
で

あ
る

。
 

 
（

※
：

成
育

医
療

に
係

る
治

験
の

推
進

、
N

IC
U

や
IC

U
等

の
体

制
強

化
等

）
 

 ○
 

今
後

の
対

応
と

し
て

、
２

２
年

度
に

増
加

さ
せ

た
事

務
職

員
（

3
名

）
の

削
減

、
技

能
職

の
退

職
後

（
平

成
２

３
年

度

末
2

名
）

の
不

補
充

等
に

よ
り

、
事

務
・

技
能

職
の

人
件

費
の

削
減

に
努

力
す

る
。

 

ま
た

、
救

急
医

や
産

科
医

の
適

切
な

配
置

等
に

よ
り

病
院

収
支

の
さ

ら
な

る
向

上
に

努
め

、
外

部
研

究
費

等
の

獲
得

に

つ
い

て
も

努
力

す
る

。
研

究
体

制
の

強
化

に
つ

い
て

も
、

治
験

・
臨

床
研

究
の

数
や

研
究

成
果

等
に

つ
い

て
、

国
民

に
対

す
る

説
明

責
任

を
果

た
す

よ
う

努
め

る
。

 

ま
た

、
現

在
政

府
と

し
て

研
究

開
発

法
人

の
創

設
が

検
討

さ
れ

て
い

る
こ

と
や

、
2

4
年

度
以

降
の

独
立

行
政

法
人

等

の
人

件
費

の
在

り
方

に
係

る
議

論
も

踏
ま

え
、

そ
の

方
向

性
を

注
視

し
な

が
ら

、
国

策
と

し
て

の
研

究
を

担
う

国
立

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

が
、

よ
り

一
層

の
成

果
を

発
揮

で
き

る
よ

う
、

そ
の

研
究

・
病

院
部

門
の

人
件

費
の

在
り

方
に

つ
い

て
は

更
な

る
検

討
が

必
要

で
あ

る
と

考
え

て
い

る
。

 

  国
立

成
育
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー

の
総
人
件
費
削
減
の
取

り
組
み
に
つ
い
て
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